第１号様式 (要綱第６条関係)

令和　　年　　月　　日
堺泉北港港湾振興連絡協議会　会長　様
（申請者）住所

名称

代表者職・氏名                      印

国際コンテナ貨物集荷促進助成事業認定申請書

国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。

記
 
	１．助成対象事業
	①　阪神港内航フィーダー助成　　②　堺泉北港新規利用コンテナ助成

	２．航路の名称
	航路

	３．事業開始日
	令和　　　年　　　月　　　日

	４．荷主企業
（申請者が荷主企業と
異なる場合）
	

	５．輸送貨物の品目
	

	６．認定金額
	　　　円
（認定対象金額が上限額500,000円を超える場合は、500,000円と記載）


　
７．事業計画
	計画
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	計

	20ﾌｨｰﾄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	40ﾌｨｰﾄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	認定対象金額
	本（輸送本数） ×　　　　　　円（助成単価）＝　　　　　　　　　　円



８．添付書類　　　　要件確認申立書
第２号様式

要件確認申立書

堺泉北港港湾振興連絡協議会　会長　様

国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付要綱（以下、「要綱」という。）第６条の規定に基づき、助成金の交付を受けようとする者として、下記の１から５までのいずれにも該当しないことを申立てます。
なお、いずれかに該当することとなった場合には、直ちにその旨を届け出ます。
また、下記の１から５までの該当の有無等に関して調査が必要となった場合には、堺泉北港港湾振興連絡協議会が求める必要な情報又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当することが判明した場合には、要綱第１１条に基づき、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申し立てを行いません。



１　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する「暴力団」をいう。）


２　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力団員」をいう。）


３　暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」をいう。）


４　法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者


５　公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第４９条第１項に規定する排除措置命令又は同法第５０条第１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から１年を経過しない者


令和　　年　　月　　日
住所（所在地）
名称（団体名）
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞




令和　　年　　月　　日第３号様式 (要綱第９条関係)

堺泉北港港湾振興連絡協議会　会長　様
（申請者）住所

名称

代表者職・氏名                      印

国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付申請書

国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
 
	１．助成対象事業
	①　阪神港内航フィーダー助成　　②　堺泉北港新規利用コンテナ助成

	２．航路の名称
	航路

	３．事業開始日
	令和　　　年　　　月　　　日

	４．認定番号
	　　　　　　

	５．認定金額
	　　　　　円

	６．助成金額
	　　　　　円
（交付対象金額が上限額500,000円を超える場合は、500,000円と記載）

	７．助成金振込先
	金融機関名・支店名：
口座番号： （ 普通 ・ 当座 ）
口座名義人（ﾌﾘｶﾞﾅ）：



８．交付対象実績
	実績
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	計

	20ﾌｨｰﾄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	40ﾌｨｰﾄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	交付対象金額
	本（輸送本数） ×　　　　　　円（助成単価）＝　　　　　　　　　　円



第４号様式 (要綱第８条関係)

令和　　年　　月　　日
　堺泉北港港湾振興連絡協議会　会長　様


（申請者）住所

名称

代表者職・氏名                      印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


事業中止届

令和　　年　　月　　日付けで認定通知を受けた事業について、下記のとおり事業を中止しますので、国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付要綱第８条の規定により届けます。

記

	１．助成対象事業
	①　阪神港内航フィーダー助成　　②　堺泉北港新規利用コンテナ助成

	２．航路の名称
	航路

	３．事業開始日
	令和　　　年　　　月　　　日

	４．事業終了日
	令和　　　年　　　月　　　日

	５．中止の理由
	






第５号様式 (要綱第７条関係)

令和　　年　　月　　日

名称

代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　

堺泉北港港湾振興連絡協議会
			　　				　　　　　会長　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


国際コンテナ貨物集荷促進助成事業認定通知書


令和　　年　　月　　日付けで認定申請のありました件については、下記のとおり認定決定したので通知します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１．助成対象事業　　①　阪神港内航フィーダー助成　　②　堺泉北港新規利用コンテナ助成

２．航路の名称　　	　　　　　　　　　　　航路

３．事業開始日　　　令和　　　年　　　月　　　日

４．認定金額				　　　　 円

５．認定番号				　　　　　　　







第６号様式 (要綱第10条関係)

令和　　年　　月　　日

名称

代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　

堺泉北港港湾振興連絡協議会
			　　				 　　　　　会長　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


国際コンテナ貨物集荷促進助成事業交付決定通知書


令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった助成金については、下記のとおり交付することを決定したので通知します。


記


１．助成対象事業　　①　阪神港内航フィーダー助成　　②　堺泉北港新規利用コンテナ助成

２．航路の名称　　	　　　　　　　　　　　航路

３．事業開始日　　　令和　　　年　　　月　　　日

４．認定金額				　　　　 円

交付は、本決定通知日から３０日以内となります。





